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衆
議
院
議
員
井
坂
信
彦
君
提
出
高
齢
者
ド
ラ
イ
バ
ー
の
交
通
事
故
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
専
門
医
」
が
具
体
的
に
何
を
指
す
の
か
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
政
府
は
、
医
師
の
地
域
的
な
偏
在

等
に
も
配
慮
し
な
が
ら
、
平
成
二
十
七
年
一
月
二
十
七
日
に
開
催
さ
れ
た
認
知
症
施
策
推
進
関
係
閣
僚
会
合
に
お
い
て
策
定

さ
れ
た
認
知
症
施
策
推
進
総
合
戦
略
（
新
オ
レ
ン
ジ
プ
ラ
ン
）
に
お
い
て
、
か
か
り
つ
け
医
の
認
知
症
対
応
力
の
向
上
、
認

知
症
サ
ポ
ー
ト
医
の
養
成
等
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
こ
と
も
踏
ま
え
、
診
断
を
行
う
医
師
の
確
保
に
つ
い
て
、
公
益
社
団
法
人

日
本
医
師
会
を
は
じ
め
と
す
る
関
係
団
体
に
協
力
を
要
請
す
る
な
ど
、
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第

五
条
の
二
に
規
定
す
る
認
知
症
（
以
下
単
に
「
認
知
症
」
と
い
う
。
）
の
早
期
診
断
の
た
め
の
体
制
整
備
を
進
め
て
い
る
と

こ
ろ
で
あ
る
。
な
お
、
御
指
摘
の
「
第
一
分
類
（
認
知
症
の
恐
れ
）
と
診
断
さ
れ
る
と
免
許
が
取
り
消
さ
れ
る
」
に
つ
い
て

は
、
認
知
機
能
検
査
の
結
果
が
道
路
交
通
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
五
年
総
理
府
令
第
六
十
号
）
第
二
十
九
条
の
三
第
一
項

で
定
め
る
基
準
に
該
当
し
た
場
合
に
直
ち
に
運
転
免
許
が
取
り
消
さ
れ
る
の
で
は
な
く
、
認
知
機
能
検
査
の
結
果
が
当
該
基

準
に
該
当
し
た
場
合
は
、
道
路
交
通
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七
年
法
律
第
四
十
号
）
に
よ
る
改
正
後
の
道

路
交
通
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
五
号
）
第
百
二
条
第
一
項
、
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
医
師
の
診
断
を

一



受
け
る
こ
と
と
な
り
、
当
該
診
断
に
お
い
て
認
知
症
と
診
断
さ
れ
た
場
合
に
、
同
法
第
百
三
条
第
一
項
等
の
規
定
に
よ
り
運

転
免
許
が
取
り
消
さ
れ
る
な
ど
す
る
も
の
で
あ
る
。

二
の
（
一
）
に
つ
い
て

高
齢
者
が
運
転
免
許
証
を
返
納
し
た
後
の
生
活
環
境
に
つ
い
て
は
、
公
共
交
通
機
関
等
、
自
家
用
自
動
車
等
に
代
わ
る
移

動
手
段
の
確
保
が
重
要
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
る
。
地
域
に
お
け
る
移
動
手
段
の
確
保
に
つ
い
て
は
、
地
方
公
共
団
体
等
が

中
心
と
な
っ
て
様
々
な
取
組
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
政
府
と
し
て
も
、
地
域
公
共
交
通
網
の
形
成
へ
の
支
援
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
バ
ス
等
の
運
行
へ
の
補
助
等
を
行
っ
て
い
る
。
今
後
と
も
、
地
方
公
共
団
体
等
と
連
携
し
な
が
ら
、
適
切
な
役
割
分
担
の

下
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

二
の
（
二
）
に
つ
い
て

ハ
ン
ド
ル
形
電
動
車
い
す
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
一
年
十
二
月
十
五
日
に
開
催
さ
れ
た
消
費
経
済
審
議
会
製
品
安
全
部

会
に
お
い
て
、
日
本
工
業
規
格
の
改
正
を
早
急
に
進
め
る
と
と
も
に
、
事
故
は
運
転
者
の
運
転
ミ
ス
等
の
誤
操
作
の
要
因
も

大
き
い
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
製
品
面
の
対
策
の
み
な
ら
ず
使
用
方
法
等
を
含
め
た
総
合
的
な
安
全
対
策
を
推
進
す
る
こ

と
と
さ
れ
、
消
費
生
活
用
製
品
安
全
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
三
十
一
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
製
品
に
指

二



定
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
今
後
の
対
策
を
注
視
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
こ
と
に
加
え
て
、
事
故
の
発
生
件
数
が
平
成
二
十
年
以

降
減
少
傾
向
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
直
ち
に
製
品
に
対
す
る
新
た
な
法
規
制
を
行
う
こ
と
は
考
え
て
い
な
い
。
政
府
と
し
て
は
、

引
き
続
き
、
ハ
ン
ド
ル
形
電
動
車
い
す
の
事
故
の
発
生
状
況
や
電
動
車
い
す
の
関
係
団
体
の
取
組
等
を
注
視
し
つ
つ
、
関
係

省
庁
が
連
携
し
て
、
安
全
で
正
し
い
使
用
方
法
の
周
知
を
行
う
な
ど
適
切
な
措
置
を
講
じ
て
ま
い
り
た
い
。

三


